
クラウド化で、ビジネスをもっと前へ

いい会社は
バックオフィスが強い

料金表あり



ココロ動かすクラウド

効率や便利だけじゃない。

その先にあるお客さまの未来を描くことに、

私たちマネーフォワード クラウドの使命はある。

目指すのは、人が動かす「あたたかいクラウド」。

お客さまととことん寄り添い、対話から課題を見出し、

解決の手段を探求する。

使うたびにワクワクできるサービスで、仕事の質と時間を変え、

お客さまの人生を大きく前へと動かしていく。



経理も人事労務も、これひとつ
バックオフィスに関するさまざまなデータを連携し、業務を自動化

自動入力・自動仕訳で会計業務を効率化
申告に必要な書類も自動作成

スピーディーに請求書を作成・管理・郵送も スマホでいつでも経費精算

06 08 09

マイナンバーを安全に収集・管理
内部統制機能をPlusして
もっとスマートな経理へ

13 14

給与計算を自動化
年末調整や社会保険事務もラクに

社会保険手続きをかんたんに 働き方改革をサポートする勤怠管理

10 11 12
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銀行、クレジットカード、電子マネー、POSレジ、勤怠管理、
人事労務手続きなどさまざまなサービスと連携することで、入
力や仕訳を自動化します。

データ入力の手間を削減
人工知能（AI）がビッグデータをもとに勘定科目を提案。マネ
ーフォワード クラウドは使うほど賢くなって、自動入力・自動仕
訳がどんどん楽になります。

人工知能（AI）で賢くなる

パソコンはWindowsとMac両対応、さらに iPhone、iPad
やAndroidなどのスマートフォン・タブレットも場面に応じて
活用できるマルチデバイス対応です。

いつでもどこでも使える
データはクラウドに自動保存されるので、パソコンが壊れたり
紛失しても、データが消えることはありません。またパソコンを
買い換えてもデータの移し替えや設定作業が不要です。

データが消えない

法令改正や消費税の増税への対応や日々のサービス改善にも
無料で素早くアップデート対応。従来のパッケージ型の会計
ソフトと異なり、すべて無料で最新機能に更新します。

無料でアップデート
会計、確定申告、請求書、経費、給与、マイナンバー等の各サ
ービスがありますが、お客様のニーズやビジネスの成長に合わ
せて、ご利用いただけます。

充実したサービス

マネーフォワード クラウドの6つの特徴

4



充実のサポート

サービス連携

経理財務 人事労務

勤怠情報 マイナンバー情報

給与仕訳
給
与
情
報

売掛金仕訳 経費精算仕訳 立替経費

電話 チャット メール サポートサイト

安心・安全のセキュリティー

金融機関システムを担当していたプロが
システムを構築し、個人情報保護の第三
者認証として「プライバシーマーク」を取
得しています。

金融機関レベルの安全性
お客様のメールアドレスや口座へのアクセ
ス情報は、暗号化して厳重に管理していま
す。

暗号化して厳重に管理
必要な情報は、取引明細を確認するため
に必要な IDとパスワードのみ。クレジット
カード番号も不要です。

暗証番号は不要

5



会
計
・
確
定
申
告

請
求
書

給
与

社
会
保
険

経
費

勤
怠

マ
イ
ナ
ン
バ
ー

会
計
プ
ラ
ス

会
計
・
確
定
申
告

従来の
会計業務

19
 時間

9時間

月にかかる会計業務の時間

手作業が多い 自動化でスマート

銀行口座やクレジットカードを登録すると、
取引明細を自動取得します。
手入力の手間や、転記ミスから解放されます。

自動取得
自動取得した取引明細に対応する勘定科目を
自動提案。仕訳学習機能で使うほどに仕訳精度
が上がり、どんどんラクになります。

自動仕訳
自動取得したデータをもとに、確定申告書B、青
色申告決算書を自動作成します。（e-Tax対応）
書類作成の手間を極力抑えることが可能です。

レポートの自動作成

接待交際費

通信費

新聞図書費

旅費交通費

月約19時間かかっていた会計業務が、「マネーフォワード クラウド会計」の自動化によりわずか約9時間になります。

毎月の会計業務にあてる時間を約2分の1 に短縮

※1）2019年9月「マネーフォワード クラウド会計」のサービス
利用に関するアンケート」のインターネット調査結果より

※1
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会
計
・
確
定
申
告

請
求
書

給
与

社
会
保
険

経
費

勤
怠

マ
イ
ナ
ン
バ
ー

会
計
プ
ラ
ス

会
計
・
確
定
申
告

データ連携できるサービスは3,600以上

銀行 （全3,380口座）
三菱UFJ銀行、三井住友銀行、みずほ銀行、楽天銀行、ジャパンネット銀行、ゆうちょ銀行、住信
SBIネット銀行、りそな銀行、イオン銀行、新生銀行、セブン銀行他

カード（全141カード）
アメリカン・エキスプレスカード、JCBカード、楽天カード、セゾンカード、オリコカード、
ビューカード、MUFGカード、イオンカード、ライフカード、ジャックスカード他

電子マネー（全45サービス）
Kyash、JCBデビットカード、nanaco、モバイルSuica、楽天Edy、WAON他

通販（全10サービス）
ASKUL、Amazon.co.jp、たのめーる、モノタロウ、Yahoo!ショッピング、楽天市場他

ビジネス（全42サービス）
Airレジ、クラウドワークス、Coiney、Square、スマレジ、PayPal、POS+、misoca、ユビレジ、
USEN Register、楽天スマートペイ、ラクレジ、ランサーズ他

クリニック（全3サービス）
Ciモール、HAPPY HANDS、MEDICAL SUPPLY GooDs

サービス連携（全22サービス）
OwnersBook、ScanSnap、RODEM、ふるさとチョイス他

（2019年3月現在）

銀行口座 POSレジ 通販クレジット
カード

全般取引日 金融機関 摘要 勘定科目

-16506/15

06/10

06/07

06/01

06/01

-999

-7,030

-20,340

-12,200 マネフォカード 水道光熱費電気使用料

マネフォカード 接待交際費レストラン田町

MF銀行デモ支店 通信費インターネット利用料

Amazon.co.jp 新聞図書費Fintech入門

モバイル Suica 旅費交通費入 渋谷 出 田町

明細データを
自動で取得します

手入力が不要なので、
作業時間が大幅に削減できます

全般 金融機関 摘要 勘定科目

-165

-999

-7,030

-20,340

-12,200 マネフォカード 水道光熱費電気使用料

マネフォカード 接待交際費レストラン田町

MF銀行デモ支店 通信費インターネット利用料

Amazon.co.jp 新聞図書費Fintech入門

モバイル Suica 旅費交通費入 渋谷 出 田町

取引明細から推測し
マネーフォワード 
クラウドが勘定科目
を自動提案します

「勘定科目提案機能」がさらに高精度に
当社が保有するビッグデータ（自動取得したデータから作成した仕訳）にもとづき、
機械学習による勘定科目提案を行うため、初めて利用するユーザーでも、ほぼすべ
ての取引に対してより精度が高い自動仕訳を可能にします。

・ 雲のマーク         が科目提案の目印です
・ 自動仕訳ルールがある場合には適用されません。

BIG DATA

当社保有の仕訳ビッグデータ

機械学習

勘定科目

接待交際費

通信費

新聞図書費

旅費交通費

決算書自動作成機能
以下の帳票を作成・出力できます。
・仕訳帳　 ・現預金出納帳
・総勘定元帳　 ・補助元帳
・残高試算表　 ・前期比較
・月次推移表　 ・四半期推移表
・半期推移表　 ・決算書

確定申告必要書類の
自動作成機能
確定申告書B、青色申告決算書を
自動作成します。（e-Taxにも対
応）
※確定申告必要書類は「クラウド 
確定申告」のみの対応です。

売上／キャッシュフローレポートが
自動作成されます

決　算　報　告　書

第 3 期

自 平成26年04月01日

至 平成27年03月31日

サンプル株式会社

（単位：円）

貸借対照表

平成27年03月31日 現在

サンプル株式会社

資産の部

科目 金額

【流動資産】 22,664,066

現金及び預金 11,351,152

売掛金 10,419,926

商品 394,200

材料 30,888

仕掛品 138,500

製品 329,400

【固定資産】 44,840,813

有形固定資産 42,931,213

建物 24,632,001

建物附属設備 1,224,224

構築物 3,836,700

機械装置 5,360,314

工具器具備品 2,174,808

土地 12,035,817

減価償却累計額 △6,332,651

投資その他の資産 1,909,600

敷金 1,909,600

  

  

  

  

  

  

  

資産の部合計 67,504,879

負債の部

科目 金額

【流動負債】 11,395,327

買掛金 5,731,199

未払金 105,138

未払費用 1,311,542

前受金 424,000

預り金 246,648

預り保証金 848,000

未払消費税等 1,460,000

未払法人税等 268,800

未払配当金 1,000,000

【固定負債】 35,797,639

長期借入金 35,797,639

負債の部合計 47,192,966

純資産の部

科目 金額

【株主資本】 20,311,913

資本金 10,000,000

資本剰余金 10,000,000

資本準備金 10,000,000

利益剰余金 311,913

利益準備金 100,000

その他利益剰余金 211,913

繰越利益剰余金 211,913

（うち当期純利益） 928,636

純資産の部合計 20,311,913

負債・純資産の部合計 67,504,879

サンプル株式会社 （単位：円）

株主資本等変動計算書

自 平成26年04月01日

至 平成27年03月31日

株主資本株主資本

資本金資本金 当期首残高 10,000,000

当期末残高 10,000,000

資本剰余金資本剰余金

資本準備金資本準備金 当期首残高 10,000,000

当期末残高 10,000,000

資本剰余金資本剰余金 当期首残高 10,000,000

当期末残高 10,000,000

利益剰余金利益剰余金

利益準備金利益準備金 当期首残高 0

当期変動額 利益準備金の積立て 100,000

当期末残高 100,000

その他利益剰余金その他利益剰余金

繰越利益剰余金繰越利益剰余金 当期首残高 383,277

当期変動額 剰余金の配当 -1,000,000

利益準備金の積立て -100,000

当期純利益 928,636

当期末残高 211,913

利益剰余金利益剰余金 当期首残高 383,277

当期末残高 311,913

純資産の部純資産の部 当期首残高 20,383,277

当期末残高 20,311,913

納 管

事 績

事 業

住 民

資 産

総 合

分 離

検 算

年月日

通 信
日付印

一 連
番 号

・・

第
一
表

Ｌ

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ Ｉ Ｊ Ｋ整

理

欄

区
分
異
動
管
理

年 月 日
番
号

（

平
成
二
十
五
年
分
以
降
用）

受付印

税

金

の

計

算

そ

の

他

届

出

延
納
の

○
○
○
○
○

26

27

28

29

30

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

配 当 控 除

課税される所得金額
（○－○）９ 25

又 は 第 三 表 の ○86

災 害 減 免 額

区
分

区
分

又は第三表
上の○に対する税額26

区
分

区
分

区
分

配偶者の合計所得金額

専従者給与（控除）額の合計額

青色申告特別控除額

本年分で差し引く繰越損失額

平均課税対象金額

延 納 届 出 額

申告期限までに納付する金額

変動･臨時所得金額

納める税金

還付される税金

所得税及び復興
特別所得税の
第３期分の税額

○－○－○－○－○－○27 28 29 30 31 32

－○－○－○－○－○33 34 35 36 37（ ）
差 引 所 得 税 額

（特定増改築等）
住宅借入金等特別控除

政党等寄附金等特別控除

住宅耐震改修特別控除
住宅特定改修･認定長期優良
住宅新築等特別税額控除

○
～○
35

37

○
～○
31

34

（○×2.1％）40
復興特別所得税額

（○－○）45 46

（○－○）38 39

再 差 引 所 得 税 額
（ 基 準 所 得 税 額 ）

（○＋○）40 41
所得税及び復興特別所得税の額

外国税額控除

所得税及び復興特別
所得税の源泉徴収税額

所得税及び復興特別
所得税の予定納税額
（第１期分・第２期分）

所得税及び復興特別
所得税の申告納税額
（○－○－○）42 43 44

収

入

金

額

等

所

得

金

額

所
得
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額

事

業

営 業 等

農 業

雑

総
合
譲
渡

公的年金等

そ の 他

短 期

長 期

不 動 産

利 子

配 当

給 与

一 時

事

業

営 業 等

農 業

給与

寄附金控除

勤労学生、障害者控除

区
分

○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○
○

ア

イ

ウ

エ

オ

カ

キ

ク

ケ

コ

サ

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15

16

18

○
○
○

23

24

25

合 計

雑 損 控 除

医 療 費 控 除

社会保険料控除

小規模企業共済等掛金控除

生命保険料控除

地震保険料控除

扶 養 控 除

基 礎 控 除

合 計

寡婦、寡夫控除

○
～○
19

20

○
～○
21

22
配偶者（特別）控除 区

分

税理士法第30条
の書面提出有

税理士法第33条
の２の書面提出有

（ ）－ －
○印

税 理 士
署 名 押 印
電 話 番 号

青 色 分 離 損 失 修 正 特 農

住 所

又 は
事業所
事務所
居所など（ ）

平 成 年
１ 月 １ 日
の 住 所

フリガナ

氏 名

性 別
男 女

生年
月日

種類 特農の
表 示 番 号 翌年以降

送付不要

電話
番号・ ・

自宅・勤務先・携帯
－ －

職業 屋号・雅号 世帯主の氏名 世帯主との続柄

○印

〒 －

（単位は円）

受

取

場

所

還
付
さ
れ
る
税
金
の

郵便局
名 等

預金
種類

普通 当座 貯蓄

口座番号
記号番号

申告書Ｂ平成
第
一
表

�������税務署長
���年���月���日 年分の の所 得 税 及 び

復興特別所得税

銀行
金庫 組合
農協 漁協

本店 支店
出張所
本所 支所

納税準備

・
・

・

・

総 合 譲 渡 ・ 一 時
○＋｛（○＋○）×／｝ケ コ サ 1 2

区
分

不 動 産

利 子

配 当

雑

区
分

未納付の所得税及び復興特別
所得税の源泉徴収税額

雑所得・一時所得等の所得税及び復興特別
所得税の源泉徴収税額の合計額

（

平
成
二
十
五
年
分
以
降
用）

○
第
二
表
は
、
第
一
表
と
一
緒
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
○
源
泉
徴
収
票
、
国
民
年
金
保
険
料
や
生
命
保
険
料
の
支
払
証
明
書
な
ど
申
告
書
に
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
書
類
は
添
付
書
類
台
紙
な
ど
に
貼
っ
て
く
だ
さ
い
。

一連
番号

平成
○ 所得から差し引かれる金額に関する事項

○ 事業専従者に関する事項

○ 住民税・事業税に関する事項

続柄 従事月数・程度
仕 事 の 内 容 専従者給与（控除）額

氏 名

生年月日 ・ ・

氏 名

・ ・

所得の種類 収 入 金 額 必要経費等 差 引 金 額種目・所得の
生 ず る 場 所

番
号

生年月日

年分の の確定申告書Ｂ所 得 税 及 び
復興特別所得税

○ 特例適用条文等

○ 所得の内訳（所得税及び復興特別所得税の源泉徴収税額）

所得の種類 種目・所得の生ずる場所又は
給与などの支払者の氏名・名称 収 入 金 額 所得税及び復興特別

所得税の源泉徴収税額

○44
所得税及び復興特別
所得税の源泉徴収税額の
合 計 額

円円

円

円円円

円

円

○ ・雑所得（公的年金等以外）､総合課税の配当所得 譲渡所得､一時所得に関する事項

第
二
表雑

損
控
除

損害を受けた資産の種類など損 害 の 原 因 損 害 年 月 日

・ ・

損害金額
保険金などで
補頡される
金 額

差引損失額の
うち災害関連
支出の金額

支払医療費
保険金などで
補頡される金額

社会保険の種類 支払保険料 掛金の種類 支 払 掛 金

合 計

社
会
保
険
料
控
除

控

除

医
療
費

新生命保険料の計

新個人年金保険料の計

介護医療保険料の計

旧生命保険料の計

旧個人年金保険料の計

地震保険料の計 旧長期損害保険料の計

等

掛

金

控

除

小
規
模
企
業
共
済

料

控

除

生
命
保
険

料
控
除

地
震
保
険

控

除

寄
附
金

寄 附 先 の
所在地・名称

震災関連寄附金

上以外の寄附金

控

除

障
害
者

氏 名

配
偶
者（

特
別）

控
除･

扶
養
控
除

配 偶 者 の 氏 名 生 年 月 日

生 年 月 日続 柄控除対象扶養親族の氏名 控 除 額

配 偶 者 控 除

配偶者特別控除・ ・

明 大・

昭 平・

明 大・

昭 平・

・ ・

・ ・

・ ・

明 大・

昭 平・

扶養控除額の合計

○10

○11

○12 ○13

○14

○16

○20

○23

万円

万円

合 計

○15

円 円 円

円円

円

円

円

円

円円

円

明 大・

昭 平・

専従者給与（控除）額の合計額○50

明 大・

昭 平・

明 大・

昭 平・

都道府県、市区町村分

配当に関する住民税の特例

非 居 住 者 の 特 例

配 当 割 額 控 除 額

株式等譲渡所得割額控除額

寄 附 金
税額控除 住所地の共同募金会、

日 赤 支 部 分

条 例
指定分

都道府県

市区町村

給与から差引き

自 分 で 納 付

給与・公的年金等に係る所得以外（平成26年４月１日において
65歳未満の方は給与所得以外）の所得に係る住民税の徴収方法の選択

円

円円

住

民

税

扶養親族の氏名 続柄 生 年 月 日 別 居 の 場 合 の 住 所16
歳
未
満
の
扶
養
親
族

・ ・

・ ・

・ ・

平

平

平

事

業

税
開始・廃止 月

日 他都道府県の事務所等

番
号

所得
金額

円

円

氏
名

氏
名

住
所

給
与

円

氏 名
フリ ガナ

住 所
屋 号

○

○
〜

本
人
該
当
事
項

寡婦（寡夫）控除

（ ）死 別
離 婚

生 死 不 明
未 帰 還

勤労学生控除

（ ）
学校名

18

19

別居の控除対象配偶者・控除対象扶養親族
・ 事 業 専 従 者 の 氏 名 ・ 住 所

所 得 税 で 控 除 対 象 配 偶 者
な ど と し た 専 従 者

非 課 税 所 得 な ど

損益通算の特例適用前の
不 動 産 所 得

事業用資産の譲渡損失など

前年中の開（廃）業

不動産所得から差し引いた
青 色 申 告 特 別 控 除 額

○

○
〜
21

23

会計業務をラクにする3つの「自動化」

3.レポートの自動作成
常に最新の状況が把握できるので、課題発見・改善策検討をスピーディーに行うことが可能となります。

2.明細データの自動仕訳
勘定科目の入力時間が短縮されるだけでなく、仕訳作業をすればするほど、作業効率が改善されていきます。

1.明細データの自動取得
銀行口座やクレジットカードを登録するだけで、各サービスの取引明細データを自動で取得します。
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ー

会
計
プ
ラ
ス

請
求
書

入金サイクル 当月 翌月

3回締め
15日後払い

請求書

表計算ソフトによる請求書作成・郵送から
切り替えた場合、人件費・郵送費削減によって
年間約84万円のコスト削減効果が期待できます。
（月間請求書枚数が300枚の場合）

コスト削減
請求書を封筒に入れて郵便局まで行く必要はあ
りません。郵送ボタンをクリックするだけで、請求
書を郵送できます。

ワンクリックで郵送
毎月作成する請求書は、一度スケジュールの登録
をすると、自動で定期発行。繁忙期に起こりがち
な請求書の発行漏れを防ぐこともできます。

毎月自動作成

マネーフォワード クラウド請求書
で請求書を作成

取引相手はWebから
クレジットカードで支払えます

カード決済用リンクを
ワンクリックでメール送信

 0円

初期費用・月額料金 決済手数料（税抜）

1.99～2.49% 1.99～3.19%
企業／

個人事業主宛
一般
消費者宛

請求書の入金にクレジットカードをご利用いただけます。新規の取引先でも与信管理の心配なく取引が可能に。

請求書の入金にクレジットカードをご利用できます

※ 表示金額はすべて税抜きです。
※ VISA、MasterCard、セゾンブラ
ンドのカードに対応しています。　

※ 別途、決済手数料の一部に消費税
がかかります。

※ 別途、振り込み手数料が200円（税
抜）発生します。

※ 1.99％料率適用は、セゾンカード
の一部が対象となります。

入金1～10日決算
期間

入金11～20日決算
期間

入金21～末日決算
期間

個人から企業まで
請求書をもっとスマートに
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経
費

レシート内容の自動読み取りや、クレジットカー
ド明細の自動取得など、手入力の手間を徹底して
省きます。

手入力しない経費申請
移動時などのちょっとしたスキマ時間に経費の申
請、承認ができます。

スマホアプリで完結
ご利用の会計ソフトに合わせた仕訳データを作
成できるほか、申請チェック機能など経理がラク
になる機能を備えています。

経理作業を大幅削減

スマホアプリで撮影した画像を
要件を満たす

解像度・階調で保存

アップロードした時点で
タイムスタンプを自動付与
特別な操作は必要ありません

写真を撮るだけで
金額などの領収書内容を
自動でデータ化

従業員100名の会社だと年間113万円のコスト削減に

マネーフォワード クラウド経費ならではの電子帳簿保存法対応

経費1 ¥520

経費3 ¥290

経費2 ¥1,250

導
入
前

経理業務
26万円

承認業務
41万円

申請業務
109万円

コスト削減
導
入
後

システム
導入コスト

30万円

申請業務
20万円

※従業員が100名、経費申請をする従業員が50名の会社の試算　※経費精算にかかる時間をコスト換算　※当社サービス導入企業のヒアリングにより算出

176万円

63万円
経理業務 2万円 承認業務 11万円

年間

113万円
削減!!

支払先 株式会社○○

日付 2018/11/27

金額 ¥2,900

面倒な経費精算に
かかる時間を1/10に
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給
与

各種自動判定・自動計算、従業員ごとの進捗管理
機能、自動計算への簡単リカバリー機能などによ
り、ミスやチェック漏れを限りなく少なくします。

自動計算
毎年改定が行われる社会保険料率を、自動で
アップデート。いま使用している健康保険料率が
正しいかどうか、気にする必要はありません。

自動アップデート
勤怠管理・労務管理ソフトと自動で連携。
勤怠データや従業員情報を
二重で入力する手間やミスから解放されます。

勤怠・労務サービス連携

給与を計算するには、勤怠データを集計して給与計算ソフトに取り込むことと、従業員情報を入力する必要があります。
紙のタイムカードやタイムシートを使っていると、集計や取り込みに手間と時間がかかります。

また、従業員の情報を労務・人材管理ソフトに入力して管理している場合は、
給与計算ソフトにも入力する必要があり、二度手間となってしまいます。

「マネーフォワード クラウド給与」では、シームレスに給与計算業務が行えるよう、
クラウド勤怠管理ソフト、クラウド労務管理ソフトと連携しています。

「勤怠」「給与計算」「労務」を自動で連携

「マネーフォワード クラウド給与」では、勤怠管理、給与計算、労務管理をはじめとするさまざまなサービスをAPIで連携し、労務領域における業務を
クラウド上で一気通貫・最適化できる世界を目指しています。Connected HR

面倒な給与計算が3ステップ。
カンタンすぎる給与計算

APIAPI

勤怠管理

給与・賞与データ

給与計算

勤怠データ 従業員データ

労務・人材管理

10
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社
会
保
険

入退社手続き、算定基礎届・月額変更届、
労働保険の申請等、さまざまな社会保険の
届出に対応しています。

多くの書式に対応
2020年4月より義務化となる各種届出の
電子申請に対応。PDF出力も可能なため、
紙での申請にも対応しています。

電子申請で効率化
給与計算データと従業員情報の一元管理で
書類作成や申請手続における業務効率の改善と
コスト削減を実現します。

給与連携で自動入力

従業員の入退社 賞与 随時改定 定時決定 労働保険

・健保厚年資格取得／喪失届
・雇用保険資格取得／喪失届
・報酬月額／標準報酬月額
・通勤手当

・賞与支払届
・賞与支払届総括表

・月額変更届 ・算定基礎届
・算定基礎届総括表

・労働保険申告書
・算定基礎賃金集計表

上記の帳票以外にも義務化対象を含むその他帳票の対応を予定しています。

●対応帳票一覧

政府全体の行政手続コスト（行政手続きに要する事業者の作業時間）を削減するため、厚生労働省は特定の法人に対して社会保険・
労働保険に関する一部の手続きにおいて2020年4月より電子申請を義務化すると発表しました。

社会保険・労働保険の電子申請が義務化されます

対象となる企業 対象となる手続き

特定目的会社（資産の流動化に関する法律）

投資法人（投資信託及び投資法人に関する法律）

相互会社（保険業法）

資本金、出資金または銀行等保有株式取得機構に
納付する拠出金の額が1億円を超える法人

健康保険／厚生年金保険

被保険者報酬月額算定基礎届／被保険者報酬月額変更届／
被保険者賞与支払届

労働保険

継続事業（一括有期事業を含む）を行う事業主が提出する以下の
申告書／年度更新に関する申告書（概算保険料 申告書、確定保険
料申告書、一般拠出金申告書）／増加概算保険料申告書

雇用保険

被保険者資格取得届／被保険者資格喪失届／被保険者転勤届／
高年齢雇用継続給付支給申請／育児休業給付支給申請

社会保険手続きを
かんたんに
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勤
怠

基本勤務制・シフト制・裁量労働制など、
さまざまな就業ルールでも勤怠管理できます。

さまざま雇用形態にも対応
打刻機を使った ICカード打刻や、PCからワンク
リックで打刻が可能。
紙のタイムカードは不要です。

選べる打刻
就業形態や労働時間制度、有休の付与日や喪失
日などをあらかじめ設定することで、労働時間の
自動集計や有休の自動管理も可能になります。

自動集計＆管理

2019年4月から、働き方改革法案が施行されました。
マネーフォワード クラウド勤怠は、働き方改革にもしっかりと対応しています。

残業時間の上限規制

労働時間の客観的な把握

「フレックスタイム制」の拡充

年5日間の年次有給休暇の取得

勤務間インターバル制度の導入促進

「高度プロフェッショナル制度」を新設

月の時間外労働時間を集計し
て色別にアラートを出すこと
により、時間外労働の上限を
一目で把握できます。

ICカードやパソコンでの打刻
が可能です。

日次勤怠画面でフレックスタ
イム制の集計を表示します。

有給付与日数と、有給取得義
務日数を表示します。

就業ルールごとにインターバ
ル時間を設定することが可能。
設定時間以内に打刻されると、
アラートを表示します。

（開発予定）

働き方改革関連法案 対応機能

出勤
出勤09:00

働き方改革をサポートする
勤怠管理システム
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マイナンバーの「取得・収集」から「保管・廃棄」まで、
「マネーフォワード クラウドマイナンバー」なら安全かつカンタンに管理できます。

マイナンバー収集がスマートフォンやPCで完結。
PC本体や書面でのデータも残らないため、
セキュリティも安心です。

安全に収集
セキュアなクラウド上に暗号化され保管されます。
権限管理機能や利用履歴管理機能で
安全なマイナンバー管理を実現します。

安全に管理
退職者や扶養から外れた扶養親族のマイナンバ
ーについても、システムが廃棄時期を管理。
法定保存期間を気にする必要がありません。

適切な廃棄

マイナンバー管理をラクにする6つの機能

マイナンバーの収集から破棄まで
すべてクラウド上で完結

取得・収集 利用・提供 保管・廃棄

ワンタイムパスワード形式で、
取引先や株主の

マイナンバーもラクに収集

アラート機能により
保管期限が過ぎた

書類や番号の存在をお知らせ

マネーフォワード クラウド給与と
連動して、源泉徴収票等の
帳票への印字が可能

本人確認は
スマホ撮影でOK、
ペーパーレスで完結

マイナンバー情報は手元に置かず、
クラウド上のサーバーで

安全に管理

利用履歴のログを
自動収集して
システム上に保管
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成長企業・上場企業向け
クラウド会計ソフト

仕訳承認フローの導入により、すべての仕訳が承
認を経て記帳されることで、正確性・信頼性が担
保されます。

仕訳承認フロー
「システム管理者」や「業務管理者」などの権限設
定をすることで、管轄部署や業務内容に応じた柔
軟な対応が可能です。

業務分担にあわせた権限
仕訳ごとに生じる、登録・申請・更新・承認の履歴
をCSVやサービス内で閲覧可能になるため、問
題の早期解決や内部統制に効果的です。

仕訳の更新履歴

マネーフォワードグループが複雑な上場準備をサポート

2007年、東京大学経済学部卒業。ゴールドマン・サックス証
券株式会社の東京オフィス、サンフランシスコオフィスにて約
8年間勤務。テクノロジー・金融業界を中心にクロスボーダー
M&Aや資金調達のアドバイザリー業務、ゴールドマン・サック
スが運営する投資ファンドを通じた投資及び投資先企業の価
値向上業務に携わる。2014年よりマネーフォワードに参画。

トーマツグループに入社後、デロイトトーマツファイナンシャル
アドバイザリー株式会社でM&A、事業再生業務を経験しナレ
ッジラボを設立。ナレッジラボでは事業再生コンサルティング
を立ち上げるとともに、コンサルティングノウハウを詰め込ん
だ経営管理クラウド「Manageboard」の開発も行うなどテク
ノロジーに強みを有する公認会計士である。

マネーフォワードシンカ株式会社
代表取締役 金坂 直哉

株式会社ナレッジラボ
代表取締役 国見 英嗣

企業価値最大化に向けた資金調達、M&A等について、戦略策
定からプロジェクト推進までを行います。マネーフォワードグル
ープが有する金融機関様、投資家様、会計事務所様等とのネッ
トワークと、企業経営・資本政策・資金調達・IPO・M&Aにおけ
る知見を最大限に提供します。

フィナンシャルアドバイザリー

成長企業のCEO/CFO/経営陣が抱える様々な課題に対して、
相談できるパートナーとして寄り添い、経営・財務・バックオフ
ィス等に関する課題へのハンズオン支援及びアドバイス提供を
します。最適なアドバイザーのご紹介等の事業成長に必要な
ネットワーキング支援や、人材の採用・オンボーディング支援
も行います。

成長企業経営支援

資金調達のために必要な課題を整理しながら数値計画に落と
し込み、説明可能かつ実行可能性の高い事業計画の策定を支
援します。

事業計画策定支援 30万円（税抜）～料金

Manageboardで面倒な予算を簡単にマネジメントして、経営
目標の実現をクラウドでサポートします。

予算管理構築支援 30万円（税抜）～料金

30万円（税抜）～料金

内部統制の整備・運用フローのデザイン、J-SOXへの対応や
監査法人対応を含めたサポートを経験豊富な公認会計士が支
援します。

内部統制構築支援

右記の料金表には含まれません。詳細はお問い合わせください。
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※「パーソナル」プランの全機能にクラウド確定申告の電話サポートがついた「パーソナルプラス」プラン（年額35,760円）のご用意もございます。
※ 上場企業や IPOをご検討の企業向けの「エンタープライズ」プランもご用意しております。詳細はお問い合わせください。

パーソナルミニ
個人事業主で
お得に利用したい

パーソナル
個人事業主で

請求書発行の多い方

スモールビジネス
小規模の法人で
お得に利用したい方

ビジネス
複雑な会計業務や

請求書発行の多い法人の方

基本料金（年額プラン） 1ヶ月あたり800円
年額9,600円

1ヶ月あたり980円
年額11,760円

1ヶ月あたり2,980円
年額35,760円

1ヶ月あたり4,980円
年額59,760円

基本料金（月額プラン） 月額980円 月額1,280円 月額3,980円 月額5,980円

会計
確定申告

確定申告書の作成

会計帳簿のcsvエクス
ポート

銀行・クレジット明細の
自動取込

電子証明書連携
ソフト

部門登録 2部門まで 無制限 2部門まで 無制限

請求業務 見積・納品・領収・
請求書作成

請求書作成メンバーの
追加 3名まで 無制限 3名まで 無制限

請求書の郵送 1通あたり190円 1通あたり170円 1通あたり180円 1通あたり170円

郵送、メール送信等の
一括操作

経費精算

給与計算

社会保険手続き

勤怠管理

マイナンバー管理

基本料金

※ 表示価格はすべて税抜です。　※ プラン名・金額は変更になる可能性がございます。

ご利用料金は、各プランの基本料金と各サービスの従量課金分、ならびに各種オプション料金の合算となります。

料金体系

＋ ＋ ＝各プランの
基本料金 ご利用料金

各サービスの従量課金

請求書の郵送機能や
経費のオペレーター入力や
債務支払の利用料金など

各種オプション料金6名以上でご利用の場合
経費：1名あたり500円
給与：1名あたり300円
勤怠：1名あたり300円
社会保険：1名あたり100円
マイナンバー：1名あたり100円

個人事業主のお客様 法人のお客様

biz.feedback@moneyforward.com導入でご不明な点はメールにてお問い合わせください
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